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退職手当の水準引き下げに関わり北海道市町村職員退職手当組合と交渉－12/21

道本部は2012年12月12日に北海道市町村職員退職手当組合から「退職手当条例の一部改正」の提示をうけ、12月21日17時より退職手当の水準引き下げに関わり北海道市町村職員退職手当組合（以下、道退手組合）と交渉を行った。

道退手組合から事務局長・会計管理者主幹・主幹の３人、道本部からは各地方専従者をはじめ33人が交渉に参加した。

冒頭、藤盛副委員長から「退職を迎える職員はもとより、今後退職をする職員にとっても退職後の生活設計に大きく影響を与える極めて大幅な見直しである。道退手組合が示した「条例改正案」では、2013年1月実施は見送ったものの、経過措置期間については国と同期間で逓減させるという極めて遺憾な提案内容である」とし、この間、取り組んだ退職手当の水準見直しに対する要請署名28,832筆を「一筆一筆は職員個々の切実な思いであり、重く受け止めていただきたい」と道退手組合へ手渡し、提示に至った経緯やその考え方について説明を求めた。
道退手組合は「国家公務員の退職手当支給水準を、官民格差分引き下げる法案の成立を受け、方向性を早急に決めなければならないと考え、当組合管理者と協議を行った。
1 国が行った官民較差の是正措置は止むを得ないものとして当組合も国と同様の内容で条例改正を行うこと。
2 構成市町村への周知や自治労との交渉事項であること等を考慮し、今年度の定年退職者が混乱しないよう、４月１日から調整率98/100でスタートすること。

3 経過措置については、各市町村における住民の理解と納得を得るためには、長い時間を要するのは適当ではないと判断し、平成26年７月までには87/100に至る段階的是正が完了するという国のスケジュールに準ずること。

という原案で決定し同時に各自治体へ今述べた当組合の現時点での考え方を通知した」と回答した。
　これに対し、道本部は退職手当引き下げに係る細部の課題について指摘を行った。
【退職手当の性格と条例改正理由に至った理由ついて】
＜道本部＞

　今回の条例改正はどのような背景や理由に基づくものなのか。
＜道退手組合＞
　総務大臣と財務大臣から人事院総裁に対し、依頼した官民の退職給付の較差についての調査の結果、402万6千円の較差が存在することが示された。有識者会議において官民均衡の観点から、「退職給付総額における402万6千円の官民格差を是正する」という内容の見解が示された。
　政府は８月７日、「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」閣議決定を行い、第181臨時国会において「国家公務員の退職給付の給付水準の見直しのための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律」が可決成立し、26日に公布された。地方自治体に対しては、同日付けで総務副大臣より「地方公務員の退職給付の給付水準の見直し等について」要請がなされた。
従来から国及び道、他の公共団体の水準に合わせることとしており、国においてこのような引下げが行われたため、官民較差があるという調査結果が出た以上、是正することは止むを得ないと判断した。
＜道本部＞
　民間の退職一時金と企業年金の支給額の総額と公務の退職手当と共済年金の職域加算部分との総額の比較を行うという方法は2006年の制度改正からだが、官民比較に係る経緯をを示せ。
＜道退手組合＞
　「官民比較に係る経緯」については、詳細は把握しておらず、説明は難しい。
＜道本部＞

　退職手当制度については、総務省の責任において見直しが行われるものだが、退職手当組合と退職手当の性格について説明願いたい。
＜道退手組合＞
　退職手当組合は、昭和32年に一部事務組合として設立し、55年経過している。現在の構成団体は、18市、144町村、99一部事務組合（広域連合を含む）で、退職手当に関する業務の全てについて権限を委任されている組織である。組合を構成する団体の職員は、退職したとき退職手当組合で定める退職手当条例の規定の適用を受けて退職手当を受けることとなる。
　国公の退職手当制度は、明治時代から大正初期までは退職制度はなく、大正中期に、賞与の形式により経常的に退職手当支給する習慣が作られた。昭和28年に「国家公務員等退職手当暫定措置法」が制定され、昭和34年の改正により「国家公務員退職手当法」となって、現在に至っている。地公については、国公の制度が逐次整備されていったので、昭和28年「職員の退職手当に関する条例案」により指導がなされた。
公務員の退職手当の性格は、民間企業の退職金と同じと解され、その制度及び内容から見ると
1 在職中の功績・功労に対する報償であるとする…勤続報償
2 労働者が在職中に当然受け取るべきであった賃金部分を退職に際して受け取るものであるとする…賃金後払

3 退職後の生活を保障するために支払われる給与であるとする…生活保障
が不可分に混合しているものであるが、基本的には職員が長期間勤務して退職する場合の勤続報償としての要素が強いものと解されている。
＜道本部＞
　これまで厳格な官民比較にたった取り扱いがされていなかったのではないか。
＜道退手組合＞
　「退職給付」として官民比較を行うという意味でそのとおりと考える。今回比較の対象は、官民それぞれの使用者拠出に係る退職給付の支給水準である。比較した公務員側は共済年金の３階、職域部分が243万3千円含まれているが、この部分は被用者年金一元化法により平成27年10月に廃止されることになっており、それまでの間は職域部分の支給水準に大きな変更が生じない見込みであることから、一時金である退職手当のみで行うこととなったものである。
【人事院調査の課題と今後の対応について】
＜道本部＞
　今回は、民間の支給が大きく引き下がった時期に調査が行われ、402.6万円もの大きな引き下げを行うとものとなった。少なくともこの数年間の支給動向の調査をした比較で判断をするべきだ。財政事情を理由に道内においては現在でも３割の自治体で給与等の独自削減が行われ、さらに退職手当まで大幅に減じられることは断じて認めることはできない。
＜道退手組合＞
　今回の引下げに関して言えば、大幅な引下げが調査前にも想定がされたはずで、より慎重な調査が必要だったと考えている。有識者会議の検討の中でも官民格差の調査方法や頻度については改善の必要性について指摘があり、やり取りのなかで検討の必要性は認識しているという総務省の見解も示され、新たな政府においても同様の認識で検討していただけると考えている。
＜道本部＞
　今回はリーマンショック直後の調査で、民間の企業年金が大幅な削減がなされている段階の水準をとって適切な水準だとは到底思えない。今後の見直し時の課題として是非受け止めて、関係方面へ働きかけていただくことを強く申し入れる。
前回調査では公務が低い結果が出たが引き上げられなかった。引き下げばかりが強調され、国民の血税で支給する給与や手当だから、公務員への支給水準は民間より低くて構わないのだという論理がまかり通ることに対して、極めて憤りを感じている。
＜道退手組合＞
　「組合を構成する市町村で働く職員の福祉の増進を諮ることを目的」としている。退職後の退職手当制度が安定していることを認識いただき、安心して仕事に従事できるようにする責任が私どもにはある。昨今の一方的な公務員バッシングの延長線上で今回の問題が処理されるとすれば非常に問題であるが、官民較差が存在する以上、是正はやむを得ない。公務員給与は民間より低くて構わないとはならないが、反面高くても良いという理論は通用しないことも理解していただきたい。
＜道本部＞
　「反面高くても良いという理論は通用しない」というのは今の時代背景からすればやむを得ないことであるが、民間との均衡の中で高くてもやむを得ないと理解を得られてきた経緯は退職手当・退職給付の中ではあったという歴史的経過をふまえて対処願いたい。一方的に公務員バッシングの論理で退職手当等の引き下げがあってはならないということは各自治体においても使用者責任で住民に対して説明すべきであり、道退手組合においても説明責任を果たすよう求める。

【退職手当の基本額と調整額について】
＜道本部＞
　退職手当の調整額について、2006年の制度改正で導入されたが、退職時点の在籍級や給料表間によって、格差が設けられる制度となった。調整額を下げなかった理由は何か。
＜道退手組合＞
　在職期間中の貢献度をより的確に反映し、人材流動化等にも、対応できる制度になるようにとの観点から制度化された。また給与構造改革で最終の俸給月額が下がることになり、それを補完する趣旨で設置された制度。調整額をいじらなかった理由は導入して日が浅いことや民間でのポイント制を導入する企業が増えているということからである。
＜道本部＞
　ラスパイレス比較による減額を行う場合に調整額をいじらないとすれば、級が高い者の水準の引き下げ度合いが級の低い者との均衡を欠くことになる。役職ごとの官民均衡を図るとするなら、それらのデータが公表されて説明されなければならないが、データの公表もなく、基本額のみの削減を優先することには納得がいかない。
【逓減措置について】
＜道本部＞
　調整率の逓減時期について、国と全く同様としていることは理解ができない。国家公務員の退職の実態と地方公務員の実態が異なるのにどうして同様な経過措置をとろうとするのか。
＜道退手組合＞
　国は国家財政が厳しい中で、早急に是正しなければ国民の理解が得られないとしているのと同様、地方公務員においても当組合に加入する市町村においては、地域の皆さんや地方議会議員の皆さんも含めて理解と納得が得られないと判断した。
＜道本部＞
　国公は人事異動が毎月あり毎月退職者が出る仕組みであると同時に、地方自治体では年度末に集中する。国は年度途中の退職者が出たとしても、欠員の枠を十分に吸収できる体制だが、自治体においてはそうはいかない。少なくとも年度末まで仕事をしなければ、業務に影響を与え、ひいては住民サービスの低下も余儀なくされる。
＜道退手組合＞
　人事異動等の実態は、国と地方自治体では大きく異なることは承知している。当組合としてもどれほど影響があるのか想定できず悩んでいるところ。
＜道本部＞
　国公は12月末での駆け込み退職が非常に多くなっている。そういった事例を地方自治体では作りたくない。この間の集中改革プランで極端に人員を減らしすぎて、職場は大変な事態だ。それを避けるためにもしっかりと検討していただきたい。年度途中の退職者を生み出さない「仕掛け」が制度上必要である。
＜道退手組合＞
　国に準ずることが、現時点での組合の基本方針であることを理解していただきたい。
＜道本部＞
　理解はできない。国公は７～８割が６級に到達しているが、地公はそこまではいかない。給与表自体が７級制や６級制の自治体がほとんどのなかで同じ額で同じ率で逓減させていくというおかしな話にはならない。退手組合の支給額はラスパイレス比較ではないが、一人あたり平均約1700万円だということだが、国公の場合は約2700万円と大きな差がある中で同じ率で下げていくというおかしな話はないし納得ができない。私たちの要求は最低でも年度途中に職員がやめなくても良いような仕組みをつくって頂くことである。この課題は最後まで求めていく。
【その他の課題について】
＜道本部＞
早期退職者の取り扱いが今回の提示内容には明らかになっていないが、どのような作業で進められていくのか示してほしい。
＜道退手組合＞
　早期退職者の取扱いに関する国の政令が制定されておらず、また、条例準則も示されていないことから、今回の提示は見送ったところである。内容が明らかとなった時点で、改めて提示したい。任命権を持たない退職手当組合としては、組合構成市町村の職員が早期にやめることを進めることは行っていない。第一義的には、この取扱いは、任命権者である市町村長の権限であり、個々の市町村が対応すべきであると考える。
＜道本部＞
　自治体における業務体制との関連もあり、慎重に検討すべきものであるので、十分に自治体職場の実態や職員の実情を考慮して、検討することを強く求めておく。
＜道退手組合＞
　了解した。
＜道本部＞
　11年未満の公務外死亡等の退職者の取り扱いについて、今回の提案では北海道と同様な取り扱いをすることが示されているが、具体的に説明をお願いしたい。
＜道退手組合＞
　組合現行の条例では、11年未満勤続の公務外死亡等退職者に対する退職手当は４条の適用となっているが、これを国及び北海道と同様に３条適用に改めようとするものである。
＜道本部＞
　これまで国や北海道を上回る取り扱いがされ、今後は北海道や国と同様な制度とすることだが、加入自治体や職員に誤解がないように十分に説明するなど、具体的な対応を強く求めておく。
　最後に藤盛副委員長が「回答の内容は到底理解できない。私たちとしては極めて不満であり遺憾。地方自治体では年度末退職が基本である。早期退職などによって行政サービスに問題を生じるということは絶対にあってはならないこと、退職金の性格を考えれば年度内の辞める月によって大きく金額が違うということはあってはならない」と指摘し、次回交渉で納得のいく回答をするよう要請し、交渉を終了した。
　なお、次回交渉は１月10日を予定している。

　また、退職手当の水準見直しについての要請署名について、引き続き取り組みをしている単組については、次回交渉時に手渡しますので、早急に道本部・賃金労働部へご送付ください。
以上
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